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衆
議
院
議
員
保
坂
展
人
君
提
出
「
Ｎ
Ｔ
Ｔ
構
造
改
革
に
向
け
た
業
務
運
営
形
態
の
見
直
し
」
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る

答
弁
書

一
に
つ
い
て

商
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
二
年
法
律
第
九
十
号
）
に
よ
り
導
入
さ
れ
た
会
社
分
割
に
関
す
る
商
法
（
明

治
三
十
二
年
法
律
第
四
十
八
号
）
の
規
定
（
以
下
「
会
社
分
割
法
制
」
と
い
う
。
）
は
、
会
社
が
そ
の
営
業
の
全
部
又
は
一

部
を
、
新
設
す
る
又
は
既
存
の
会
社
に
包
括
的
に
承
継
さ
せ
る
場
合
に
適
用
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
。

東
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
及
び
西
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
（
以
下
「
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
」
と
い
う
。
）
か
ら
は
、
日
本
電

信
電
話
株
式
会
社
及
び
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
が
平
成
十
三
年
十
月
二
十
五
日
に
公
表
し
た
「
当
面
の
経
営
課
題
に
対
す
る
Ｎ
Ｔ
Ｔ
の

取
り
組
み
」
で
示
し
た
構
造
改
革
推
進
の
施
策
（
以
下
「
構
造
改
革
施
策
」
と
い
う
。
）
の
実
施
は
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
か
ら
地

域
単
位
の
子
会
社
（
以
下
「
地
域
子
会
社
」
と
い
う
。
）
に
営
業
の
全
部
又
は
一
部
を
包
括
的
に
承
継
さ
せ
る
も
の
で
は
な

い
と
聴
い
て
お
り
、
こ
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
会
社
分
割
法
制
は
適
用
さ
れ
な
い
も
の
と
考
え
る
。

ま
た
、
会
社
分
割
法
制
の
適
用
が
な
い
こ
と
か
ら
、
労
働
契
約
の
承
継
等
に
関
し
商
法
等
の
特
例
を
定
め
た
会
社
の
分
割

に
伴
う
労
働
契
約
の
承
継
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
二
年
法
律
第
百
三
号
）
は
適
用
さ
れ
な
い
も
の
と
考
え
る
。

一



二
に
つ
い
て

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
か
ら
は
、
次
の
よ
う
に
聴
い
て
い
る
。

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
は
、
五
十
一
歳
以
上
の
社
員
を
対
象
に
本
人
の
選
択
に
よ
っ
て
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
を
退
職
し
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
の
賃

金
水
準
の
七
十
パ
ー
セ
ン
ト
か
ら
八
十
五
パ
ー
セ
ン
ト
ま
で
の
範
囲
内
で
賃
金
水
準
が
設
定
さ
れ
る
地
域
子
会
社
に
再
雇
用

さ
れ
る
仕
組
み
を
導
入
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、
地
域
子
会
社
に
お
い
て
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
と
異
な
る
賃
金
水
準
、
定

年
後
の
再
雇
用
制
度
等
を
設
け
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
こ
れ
ら
の
社
員
の
雇
用
形
態
の
多
様
化
を
図
る
と
と
も
に
、
地
域
子
会

社
に
お
け
る
人
的
費
用
の
低
減
化
に
よ
り
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
が
地
域
子
会
社
に
委
託
す
る
業
務
の
費
用
を
削
減
す
る
こ
と
で
Ｎ

Ｔ
Ｔ
東
西
の
経
営
基
盤
の
安
定
化
を
図
る
ほ
か
、
地
域
子
会
社
に
お
い
て
も
人
的
費
用
の
低
減
化
に
よ
り
受
託
業
務
の
経
費

削
減
を
図
り
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
以
外
の
企
業
等
か
ら
の
受
注
拡
大
に
積
極
的
に
取
り
組
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
で

あ
る
。
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
か
ら
地
域
子
会
社
に
社
員
を
在
籍
出
向
さ
せ
た
場
合
に
は
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
が
当
該
社
員
の
賃
金
に
つ
い

て
地
域
子
会
社
と
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
と
の
間
の
給
与
差
額
を
補
て
ん
す
る
こ
と
に
な
り
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
に
費
用
削
減
の
効
果
を
も

た
ら
さ
な
い
も
の
と
考
え
る
。

な
お
、
五
十
一
歳
以
上
を
対
象
と
し
た
の
は
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
に
お
い
て
は
、
企
業
年
金
受
給
資
格
が
勤
続
二
十
年
以
上
か

二



つ
五
十
歳
以
上
で
退
職
し
た
場
合
に
発
生
す
る
こ
と
等
を
考
慮
し
た
も
の
で
あ
る
。

三
に
つ
い
て

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
か
ら
は
、
次
の
よ
う
に
聴
い
て
い
る
。

地
域
子
会
社
の
賃
金
水
準
が
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
の
賃
金
水
準
の
七
十
パ
ー
セ
ン
ト
か
ら
八
十
五
パ
ー
セ
ン
ト
ま
で
の
範
囲
内
で

設
定
さ
れ
る
こ
と
を
予
定
し
て
い
る
の
は
、
地
域
子
会
社
が
人
的
費
用
の
低
減
化
に
よ
り
受
託
業
務
の
経
費
削
減
を
図
り
、

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
以
外
の
企
業
等
か
ら
の
受
注
拡
大
に
も
積
極
的
に
取
り
組
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
地
域
子
会
社

が
置
か
れ
る
各
地
域
に
お
け
る
類
似
の
職
種
の
賃
金
を
参
考
と
し
た
賃
金
水
準
を
設
定
す
る
こ
と
が
適
当
で
あ
る
と
考
え
ら

れ
る
か
ら
で
あ
る
。

こ
の
こ
と
に
よ
り
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
が
地
域
子
会
社
に
委
託
す
る
業
務
の
費
用
が
削
減
さ
れ
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
の
経
営
効
率
化

が
図
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
と
考
え
て
い
る
。

四
に
つ
い
て

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
か
ら
は
、
地
域
子
会
社
に
お
い
て
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
か
ら
受
託
す
る
業
務
の
円
滑
な
遂
行
の
た
め
に
は
現
在
Ｎ
Ｔ

Ｔ
東
西
に
お
い
て
当
該
業
務
に
従
事
し
て
い
る
社
員
を
雇
用
す
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
て
い
る
こ
と
、
ま
た
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西

三



と
地
域
子
会
社
は
出
資
及
び
業
務
の
受
委
託
を
通
じ
て
極
め
て
緊
密
な
関
係
に
あ
り
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
の
要
請
に
対
し
て
地
域

子
会
社
の
協
力
が
得
ら
れ
る
と
考
え
て
い
る
こ
と
か
ら
、
構
造
改
革
施
策
に
伴
い
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
を
退
職
す
る
社
員
の
地
域
子

会
社
に
よ
る
再
雇
用
は
図
ら
れ
る
も
の
と
考
え
て
い
る
と
聴
い
て
い
る
。

五
に
つ
い
て

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
か
ら
は
、
次
の
よ
う
に
聴
い
て
い
る
。

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
の
就
業
規
則
は
、
従
来
か
ら
「
社
員
は
、
業
務
上
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
勤
務
事
業
所
又
は
担
当
す
る
職
務

を
変
更
さ
れ
る
こ
と
が
あ
る
。
」
と
定
め
て
お
り
、
社
員
の
勤
務
地
を
限
定
す
る
条
件
を
定
め
て
お
ら
ず
、
構
造
改
革
施
策

に
よ
っ
て
こ
の
点
が
変
更
さ
れ
る
も
の
で
は
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
の
す
べ
て
の
社
員
に
つ
い
て
勤
務
地
が
変

更
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
り
、
構
造
改
革
施
策
に
伴
い
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
を
退
職
す
る
こ
と
を
選
択
し
な
い
社
員
に
つ
い
て
の
み
、

勤
務
地
が
変
更
さ
れ
る
可
能
性
が
生
じ
る
も
の
で
は
な
い
。

六
に
つ
い
て

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
か
ら
は
、
構
造
改
革
施
策
に
つ
い
て
は
、
労
働
組
合
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
七
十
四
号
）
等
に
の
っ

と
り
、
各
労
働
組
合
に
対
し
て
団
体
交
渉
等
の
場
を
通
じ
て
必
要
な
説
明
及
び
協
議
を
行
っ
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、
現
時

四



点
で
合
意
が
得
ら
れ
て
い
な
い
労
働
組
合
と
の
間
に
お
い
て
も
理
解
を
得
ら
れ
る
よ
う
、
引
き
続
き
必
要
な
話
し
合
い
を
行

っ
て
い
く
考
え
で
あ
る
と
聴
い
て
い
る
。

七
に
つ
い
て

総
務
省
は
、
平
成
十
三
年
十
月
二
十
六
日
に
、
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
に
対
し
て
、
「
経
営
効
率
化
の
推
進
に
当
た
っ

て
は
、
そ
れ
に
よ
り
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
サ
ー
ビ
ス
の
安
定
的
な
確
保
に
支
障
が
生
じ
る
等
、
利
用
者
利
益
を
損
な
う
こ
と
の
な

い
よ
う
十
分
配
意
さ
れ
た
い
」
と
の
要
請
を
行
っ
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、
今
後
と
も
利
用
者
利
益
が
損
な
わ
れ
な
い
よ
う
見
守

っ
て
ま
い
り
た
い
。

な
お
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
か
ら
は
、
構
造
改
革
施
策
後
に
お
い
て
も
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
が
引
き
続
き
利
用
者
に
対
す
る
契
約
上
の

責
任
を
負
う
と
と
も
に
、
地
域
子
会
社
と
の
間
の
委
託
契
約
に
基
づ
き
、
こ
れ
ま
で
と
同
様
、
良
質
か
つ
安
定
的
な
役
務
の

提
供
の
確
保
に
努
め
る
こ
と
と
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
構
造
改
革
施
策
が
利
用
者
に
影
響
を
与
え
る
こ
と
は
な
い
も
の
と
考

え
て
い
る
と
聴
い
て
い
る
。

五


